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　この研究の目的は、明治政府が集権化政策を実施する
にあたり、前提となるべき地方情勢の把握をどのように
行い、収集した情報をどのように分析し、それらが政策
形成においていかなる影響を及ぼしたかという構造につ
いて明らかにすることにある。
　昨年度は、国立国会図書館憲政資料室や国立公文書館、
東京大学史料編纂所所蔵の中央官庁文書および政治関係
者史料を閲覧し、さらに佐賀県立図書館、鹿児島県立図
書館、鹿児島県歴史資料センター黎明館などにおける府
県庁行政史料の収集に努めた。具体的研究としては、以
前に収集した資料とあわせ、明治初年に地方と中央がも
っとも激しく対抗した事案のひとつである佐賀の乱に関
し、情報収集と中央・地方の対応を中心に分析を進めた。
研究成果は論文として2005年度中に公表するが、概要は
次のとおりである。
　佐賀の乱は、参議として政権の中枢に立ったことのあ
る人物が「首魁」となる士族反乱の嗜矢である。徴兵令
施行以降に鎮台兵がはじめて本格的な実戦に動員された
点も注目される。さらに、長州藩兵により鎮圧された長
州藩脱隊騒動や、事前摘発だった久留米藩明四事件など、
廃藩置県以前の反乱とは、軍事的にも政治的にもレづル
を異にしている。また、電信や汽船など最新の技術が駆
使された点においても、戊辰戦争に比べて戦争の形態に
変容がみられる。このように、佐賀の乱は多くの意味で
画期をなす内乱だった。
　政府が鎮台兵動員という強硬な措置を迅速にくだした
背景には、征韓論政変後の政情と、当時の佐賀県の置か
れた状況が大きく関係している。征韓論政変後の地方巡
察を通じ、県庁と佐賀士族の対立状況を目の当たりにし
た大蔵大丞林友幸は、強力な権令を派遣するように政府
に要望し、強硬派である岩村高俊の赴任が断行された。
江藤新平が佐賀に入った2月25日以降、一気に征韓党の
沸騰が高まり、憂国党も活動を強めるなか、鎮圧の契機
となる小野組出張所襲撃事件が起きるが、この事件につ
いては今日も判然としない部分が多い。ともあれ、鹿児
島士族とも連絡のある佐賀士族が武器を集積し、大挙上
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京を企てているとの情報は官民に伝わっており、鎮撫の
時期をうかがっていた政府は迅速に決断をくだし、2月
4日に熊本鎮台に出動を指令した。
　電報は翌5日に佐賀電信局に着信したが、いち早く佐
賀士族に知れ渡り、態度を硬化させた。政府は7日、近
隣諸県への波及を防ぐために臨機処分を行うよう、熊本
鎮台に重ねて命令する一方、岩村高俊権令に即刻任地へ
出立するように命じた。岩村と入県した熊本鎮台の苦戦
は、情報不足も手伝って長崎、三潴、福岡、小倉、山口
など近隣の県官たちを震徳させ、政府に問い合わせがあ
いつぐ。一方、各地の不平士族に不穏な動きが見られる
なかで、大久保は東京・大阪からの増援軍とともに速や
かに九州に入る。政府軍はすばやく反撃に転じ、適切な
指揮があれば一般徴兵を含む鎮台兵でも十分に実戦経験
を持つ士族兵にも対抗できることが明示された。江藤ら
の逃亡後、大久保内務卿の指揮で追跡は厳重に行われ、
結果的に高知県内で捕縛されたが、上海と香港にまで官
員が送られでいる。
　ただ、政府の佐賀県に対する情勢判断は、熊本鎮台の
谷干城司令長官が批判するように拙速の面があり、電報
による鎮圧命令も佐賀士族が先に入手するという矛盾を
もたらした。電信線の経路から離れた地区と東京の通信
は時間的ずれを生み、江藤に一ヶ月近い逃亡を許すとと
もに、短文の文面という電報の制約から、中央と現場に
行き違いをもたらす場合もあった。なお、一般に対する
情報開示は、政府が新聞社に軍事関係記事の掲載を制限
したので、公表された政府宛電報による情報の範囲を越
えていない。
　佐賀の乱の教訓をもとに、西南戦争においては、電信
や汽船の活用、暗号の使用、密偵の派遣、交通・通信の
封鎖、報道統制はより整備されたものとなり、情報はさ
らに高度に利用されることとなる。
　来年度は、地租改正など民情を含む情報の展開と行政
側の現状認識、さらに政策決定との連関について分析を
進める予定である。
